
１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券･･････償却原価法（定額法）によっている。

その他有価証券　･･････移動平均法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法

什器備品･･････定率法によっている。

ソフトウェア･･････定額法によっている。

リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（３）引当金の計上基準

退職給付引当金･･････期末退職手当の自己都合要支給額に相当する額を計上している。

貸倒引当金･･････････「貸倒懸念債権」 財務内容評価法（簡便法）によっている。

（４）リース取引の処理方法

所有権移転ファイナンス・リース取引・・・売買処理

所有権移転外ファイナンス・リース取引・・・売買処理　※

　※法人の事業内容に照らして重要性が乏しいリース取引で、リース契約１件あたりのリース料総額が

　　300万円以下のリース取引・・・賃貸借処理

オペレーティング・リース取引・・・賃貸借処理

（５）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

8,298,488 0 19,900 8,278,588

220,000,000 0 0 220,000,000

50,694,867 19,900 0 50,714,767

278,993,355 19,900 19,900 278,993,355

92,143,043 8,358,387 2,756,075 97,745,355

1,764,674 204,238 0 1,968,912

356,676 0 0 356,676

56,813,129 0 3,072,000 53,741,129

　慶弔給付金積立資産 30,848,890 5,370,000 0 36,218,890

　産業振興基金積立資産 1,058,754 12 0 1,058,766

400,000 0 0 400,000

183,385,166 13,932,637 5,828,075 191,489,728

462,378,521 13,952,537 5,847,975 470,483,083

財　務　諸　表　に　対　す　る　注　記

  投資有価証券

小計

特定資産

  退職給付引当資産

  基金積立資産

  定期預金

科      目

基本財産

  大口定期預金

　退職金共済還元準備積立
　資産

  減価償却引当資産

小計

合計

　ビジネスコンテスト事業
　積立資産
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３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

当期末残高
(うち指定正味財産

からの充当額)
(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち負債に対応す
る額)

8,278,588 (7,659,355) (619,233) -

220,000,000 (220,000,000) - -

50,714,767 (50,714,767) - -

278,993,355 (278,374,122) (619,233) -

97,745,355 - - (97,745,355)

1,968,912 - (1,968,912) -

356,676 - (356,676) -

53,741,129 - (1,761,000) (51,980,129)

36,218,890 - (36,218,890) -

　産業振興基金積立資産 1,058,766 - (1,058,766) -

400,000 - (400,000) -

191,489,728 0 (41,764,244) (149,725,484)

470,483,083 (278,374,122) (42,383,477) (149,725,484)

４．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位：円)
帳簿価額 時　　価 評価損益

49,714,767 48,684,000 △ 1,030,767

49,714,767 48,684,000 △ 1,030,767

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

(単位：円)

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

管理運営費補助金 藤沢市 0 40,089,187 40,089,187 0 -

0 40,089,187 40,089,187 0

　退職金共済還元準備積立
　資産

  投資有価証券

ユーロ円建為替リンク債

合計

合　　　計

　慶弔給付金積立資産

  退職給付引当資産

  減価償却引当資産

小計

特定資産

  基金積立資産

　ビジネスコンテスト事業
　積立資産

名称及び交付者

小計

種類及び銘柄

科      目

基本財産

  定期預金

  大口定期預金

合計
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１．基本財産及び特定資産の明細

  基本財産及び特定資産については、財務諸表に対する注記において記載している。

２．引当金の明細

  引当金については、次のとおりである。

(単位：円)

目的使用 その他

98,024,514 6,664,475 2,870,911 0 101,818,078

356,676 0 0 0 356,676貸倒引当金

附　属　明　細　書

期末残高

退職給付引当金

科      目 期首残高 当期増加額
当期減少額
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